
【概要】

【利用定員数】

（単位：人）

1号認定 3～5歳 3513 3509 3727 3661 3661

2号認定 3～5歳 2445 2559 2631 2631 2655

1・2歳 1491 1531 1545 1545 1597

0歳 350 353 354 354 361

施設型類型別の内訳

1号認定 3～5歳 1223 1223 1441 1621 1621

2号認定 3～5歳 2445 2559 2631 2631 2655

1・2歳 1223 1293 1303 1303 1321

0歳 302 313 313 313 314

1号認定 3～5歳 2290 2286 2286 2040 2040

1・2歳 268 238 242 242 276

0歳 48 40 41 41 47

各認定区分に応じた量の見込みを次のとおり設定し、確保方策を定めました。

【量の見込みと確保方策】 （単位：人）

計画値 2473 2236 1999 1762 1525

実績値 2451

計画値 3040 3129 3218 3307 3396

実績値 2918

計画値 583 600 615 636 650

実績値 68

計画値 2457 2529 2603 2671 2746

実績値 2850

計画値 2104 2175 2246 2317 2388

実績値 1995

計画値 335 345 355 365 375

実績値 339

計画値 3076 3016 2971 2925 2905

実績値 3778

計画値 3274 3354 3475 3602 3666

実績値 2813

計画値 2134 2188 2251 2352 2391

実績値 1849

計画値 344 345 355 365 375

実績値 385

計画値 603 780 972 1163 1380

実績値 1327

計画値 234 225 257 295 270

実績値 ▲105

計画値 30 13 5 35 3

実績値 ▲146

計画値 9 0 0 0 0

実績値 46

※量の見込みの考え方：「茅ヶ崎市子ども・子育て支援に関するアンケート調査」による利用意向と事業実績による需要予測から算出しました。

令和5年
（2023年度）

令和６年
（202４年度）

特定地域型保育事業
（小規模、家庭的。居宅
訪問型、事業所内）

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

令和６年
（202４年度）

令和5年
（2023年度）

3号認定

令和６年
（202４年度）

特教育・保育施設
（認定こども園、幼稚

園、保育所）

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

令和６年
（202４年度）

全体
令和2年

（2020年度）
令和3年

（2021年度）
令和4年

（2022年度）

3号認定

施設型給付対象幼稚園
に移行していない幼稚

園

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

3号認定

保育課

本市では、令和６(2024)年４月時点で幼保連携型認定こども園が２園、幼稚園型認定こども園が４園、保育所型認定こども園が１園、地方裁量型認定こども園が

１園、私立幼稚園が10園、保育所（公立７園・私立40園）が47園、小規模保育事業が15施設、家庭的保育事業が３施設、事業所内保育事業が３施設あります。

３ 認定こども園・幼稚園・保育所・地域型保育事業

上記以外

令和11
(2029)年度

１号認定 ３～５歳

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

２号認定 ３～５歳

幼稚園希望

１・２歳

３号認定

０歳

１・２歳

０歳

３～５歳

１・２歳

過
不
足

３号認定

２号認定

２号認定

１号認定 ３～５歳

３～５歳

３号認定

確
保
方
策

０歳

１号認定 ３～５歳

量

の

見

込

み
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【概要】

【現状】 （単位：人日）

5万5282 5万4417 5万5523 5万8924

【量の見込みと確保方策】 （単位：人）

計画値 6万1304 6万2530 6万3781 6万5057 6万6358

実績値 4万6112

計画値 6万1304 6万2530 6万3781 6万5057 6万6358

実績値 4万6112

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

※量の見込みの考え方：事業実績と今後の需要予測から算出しました。

差引（Ｂ）-（Ａ）

保育認定を受けたこどもについて、認可保育所などで、通常の保育時間を超えて延長して保育を実施する事業です。

保育課

4ー(１)　時間外保育事業（延長保育事業）

量の見込み（Ａ）

確保方策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

延べ利用人数
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【概要】

【現状】 （単位：人）

1793 1862 1954 2011 2163

1928 1986 2043 2068 2251

2003 1950 2074 2215 2410

【量の見込みと確保方策】 （単位：人）

計画値 2291 2400 2473 2583 2726

実績値 2471

計画値 801 838 825 886 949

実績値 838

計画値 695 740 789 793 854

実績値 753

計画値 469 474 498 521 513

実績値 492

計画値 229 232 244 259 277

実績値 262

計画値 67 79 79 81 86

実績値 106

計画値 30 37 38 43 47

実績値 20

計画値 2341 2431 2476 2611 2746

実績値 2255

計画値 50 31 3 28 20

実績値 ▲216

※量の見込みの考え方：事業実績と今後の需要予測から算出しました。

※過去の保育需要の推移から、一時的な偏りや例外的な増加値を排除したため、令和7年度の量

の見込みが令和6年度の申請児童数を下回った推計となっています。

※児童クラブは学区により通所可能なクラブが限定されているため、確保方策の過不足は学区に

より異なります。

申請児童数

令和5年
（2023年度）

登録児童数

定員

令和６年
（2023年度）

３年生

４年生

５年生

差引（Ｂ）-（Ａ）

確保方策（Ｂ）

６年生

１年生

２年生

4ー(２)　放課後児童健全育成事業（児童クラブ）

保護者が就労などにより昼間家庭にいない児童を対象に、授業が終わった後の遊びや生活の場を提供

し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。

本市では、「児童クラブ」という名称で、19の小学校区全てに公設民営児童クラブを１か所以上設置

しており、平日の放課後のほか、土曜日、夏休みなどの長期休暇中にも実施しています。

量の見込み（Ａ）

青少年課

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）
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【概要】

【現状】 （単位：延べ人日／箇所）

215 211 256 255

1 1 1 1

【量の見込みと確保方策】 （単位：延べ人日／箇所）

計画値 291 294 310 313 315

実績値 101

計画値 320 320 320 320 320

実績値 320

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 29 26 10 7 5

実績値 219

※量の見込みの考え方：事業実績と今後の需要予測から算出しました。

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

年間延べ利用人日

実施箇所数

差引（Ｂ）-（Ａ）

実施箇所数

こども政策課

4ー(３)　子育て短期支援事業（ショートステイ事業）

保護者の疾病や仕事、育児疲れなどにより、家庭において養育を受けることが一時的に困難になった児童について、短期的に預かり養育する事業です。夜間

のみ対応のトワイライトステイ事業もあります。

量の見込み（Ａ）

確保方策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）
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【概要】

【現状】 （単位：人日）

1万8483 2万6147 4万2014 5万3141

5 5 5 5

【量の見込みと確保方策】 （単位：人日）

計画値 6万2461 6万0631 6万0106 5万9517 5万9006

実績値 5万1477

計画値 8万2300 8万2300 8万2300 8万2300 8万2300

実績値 8万2300

計画値 5 5 5 5 5

実績値 5

計画値 1万9839 2万1669 2万2194 2万2783 2万3294

実績値 3万823

※量の見込みの考え方：事業実績と今後の需要予測から算出しました。

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

年間延べ利用人日

実施箇所数

差引（Ｂ）-（Ａ）

実施箇所数

こども政策課・保育課

4ー(４)　地域子育て支援拠点事業

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。

量の見込み（Ａ）

確保方策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）
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【概要】

【現状】

【量の見込みと確保方策】 （単位：延べ人日）

計画値 7万7066 8万5797 9万6113 10万8245 12万2461

実績値 7万6848

計画値 2万9285 3万2603 3万6523 4万1133 4万6535

実績値 2万9176

計画値 4万7781 5万3194 5万9590 6万7112 7万5926

実績値 4万7672

計画値 7万7066 8万5797 9万6113 10万8245 12万2461

実績値 7万6848

計画値 6万2577 7万2314 8万3566 9万6569 11万1595

実績値 6万5290

計画値 1万4489 1万3483 1万2547 1万1676 1万0866

実績値 1万1558

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

※量の見込みの考え方：事業実績から算出しました。

4ー(５)　一時預かり事業（幼稚園型）

幼稚園の在園児などを対象とした一時預かり保育を行う事業で、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに、保護者の要請に応じて、希望する者を対象

に実施する事業です。

保育課

量の見込み（Ａ）

１号による利用

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

認定こども園の一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）と幼稚園で実施している預かり保育をあわせた推計値です。幼稚園など、事業を実施していない施設や実施を

していても長期休業中の実施がないなど、実施状況に偏りがあります。

一時預かり事業
（幼稚園型Ⅰ）

差引（Ｂ）-（Ａ）

２号による利用

確保方策（Ｂ）

上記以外の幼稚園に
よる預かり保育
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【概要】

【現状】 （単位：人日）

5004 4567 5416 6590

4732 4795 3810 4958

103 48 41 18

9839 9410 9267 1万1566

【量の見込みと確保方策】 （単位：人日）

計画値 1万0366 1万0153 1万0057 9916 9736

実績値 1万1491

計画値 1万3993 1万4790 1万5667 1万6632 1万7693

実績値 1万1603

計画値 7973 8770 9647 1万0612 1万1673

実績値 6249

計画値 5900 5900 5900 5900 5900

実績値 5234

計画値 120 120 120 120 120

実績値 120

計画値 3627 4637 5610 6716 7957

実績値 112

※量の見込みの考え方：事業実績から算出しました。

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

計

ファミサポ

トワイライト

年間延べ利用人日

年間延べ利用人日

年間延べ利用人日

年間延べ利用人日

一時預かり事業

差引（Ｂ）-（Ａ）

4ー(６)　一時預かり事業（幼稚園型以外）

保護者が出産や病気、残業、育児疲れなどの理由により、家庭での保育が困難となったこどもを一時的に預かる事業です。具体的には、次の３つが該当しま

す。

① 認可保育所などで実施する一時預かり事業（幼稚園型を除く）【一時預かり事業】

② 育児の援助を行う者と受ける者を会員として登録・紹介し、会員の相互援助活動を支援するファミリー・サポート・センター事業【ファミサポ】

③ 子育て短期支援事業のうち、平日の夕方から夜間にかけてこどもを預かるトワイライトステイ事業【トワイライト】

こども政策課・保育課

量の見込み（Ａ）

確保方策（Ｂ）

一時預かり事業

ファミサポ

トワイライト

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度
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【概要】

【現状】 （単位：人日）

31 107 157 297

1 1 1 1

【量の見込みと確保方策】 （単位：人日）

計画値 235 265 296 326 354

実績値 202

計画値 720 720 720 720 720

実績値 720

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 485 455 424 394 366

実績値 518

※量の見込みの考え方：事業実績から算出しました。

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

年間延べ利用人日

実施箇所数

差引（Ｂ）-（Ａ）

実施箇所数

保育課

4ー(７)　病児保育事業（病児・病後児保育事業）

病後児保育事業は、児童が病気の回復期であり、集団保育が困難な期間で保護者が就労などの理由で保育できない際に、保育所などに付設された専用スペー

スなどで一時的に保育する事業です。

量の見込み（Ａ）

確保方策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）
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【概要】

【現状】 （単位：人日）

2518 2996 2643 2521

【量の見込みと確保方策】 （単位：人日）

計画値 3214 3168 3139 3130 3050

実績値 2256

計画値 3700 3700 3700 3700 3700

実績値 2256

計画値 486 532 561 570 650

実績値 0

※量の見込みの考え方：事業実績から算出しました。

令和5年
（2023年度）

年間延べ利用人日

差引（Ｂ）-（Ａ）

4ー(８)　子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）(小学生のみ)
こども政策課

こどもを預かってほしい人と預かることのできる人が会員組織を構成し、会員相互による育児援助活動を有償で行う事業です。依頼会員は小学６年生までの

こどもを持つ保護者です。

量の見込み（Ａ）

確保方策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）
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【概要】

【現状】

（単位：箇所）

4 4 4 4

【量の見込みと確保方策】 （単位：箇所）

計画値 4 4 4 4 4

実績値 4

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 4 4 4 4 4

実績値 4

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

※量の見込みの考え方：事業実績から算出しました。

令和5年
（2023年度）

設置箇所数

確保方策（Ｂ）

こども家庭センター型

妊婦等包括相談支援型

差引（Ｂ）-（Ａ）

特定型

こども家庭センター型

基本型

特定型

妊婦等包括相談支援型

4ー(９)　利用者支援事業

子育て家庭や妊婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉などの関係機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情

報提供、助言など必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりなどを行う事業です。

① 基本型

主として地域子育て支援拠点などの身近な場所で、当事者の目線に立った、寄り添い型の支援を行うとともに、より効果的に利用者が必要とする支援につなが

るよう、関係機関との連絡調整、連携などを行います。

② 特定型

主として市役所の窓口で、子育て家庭などから保育サービスに関する相談に応じ、地域における保育所や各種の保育サービスに関する情報提供や利用に向けて

の支援などを行います。

③ こども家庭センター型

母子保健と児童福祉が連携・協働して、全ての妊産婦とこどもとその家庭などを対象として、母子保健や育児に関する様々な悩みなどに対応するとともに、保

健師などが専門的な見地から相談支援などを実施し、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援や虐待への予防的な対応を行います。

④ 妊婦等包括相談支援事業

妊婦などに対して面談その他の措置を講ずることにより、妊婦などの心身の状況、その他置かれている環境等の把握を行うほか、母子保健や子育てに関する情

報の提供、相談その他の援助を行います。

量の見込み（Ａ）

基本型

こども政策課・保育課・こども育成相談課

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

①基本型 ：茅ヶ崎駅北口子育て支援センターで実施しています。

②特定型 ：保育課の窓口で実施しています。

③こども家庭センター型 ：こども家庭センターの窓口であるこども育成相談課で実施しています。

④妊婦等包括相談支援事業型　：こども家庭センターの窓口であるこども育成相談課で実施しています。

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）
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≪地域子育て相談機関≫

【概要】

【量の見込みと確保方策】 （単位：箇所）

計画値 5 5 5 5 5

実績値 7

計画値 1 5 5 5 5

実績値 7

計画値 ▲4 0 0 0 0

実績値 0

※利用者支援事業（基本型）の財政支援を受けていない地域子育て相談機関も含みます。

※量の見込みの考え方：本計画における、地域の実情に応じて、保護者やこどもが居宅から容易に移動することが可能な区域（教育・保育提供区域）か

ら算出しました。

量の見込み（Ａ）

確保策（Ｂ）

差引（Ｂ）-（Ａ）

全ての子育て世帯やこどもが、身近に相談することができる場所として、地域子育て相談機関を整えることを目的とした事業です。

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度
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【概要】

【現状】 （単位：件）

1589 1486 1567 1532

【量の見込みと確保方策】 （単位：件）

計画値 1500 1450 1450 1420 1400

実績値 1416

※量の見込みの考え方：事業実績から算出しました。

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

年間訪問者数

保健師・助産師などの専門職員や主任児童委員が、生後４か月までの
乳児がいる全ての家庭に訪問します。

保健師・助産師などの専門職員や主任児童委員が、生後４か月ま

での乳児がいる全ての家庭に訪問しました。

確保方策
(実施体制)

こども育成相談課

4ー(１０)　乳幼児家庭全戸訪問事業

生後４か月までの乳児の家庭に保健師・助産師などの専門職員や主任児童委員が訪問し、発育発達の確認や育児相談、子育てに関する情報提供などを行いま

す。乳幼児や保護者の心身の状況や養育環境などを踏まえ支援が必要な家庭に対しては関係機関と連絡調整を行い、適切なサービスの提供や継続支援をしま

す。

量の見込み

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

計画値

実績値
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【概要】

【現状】 （単位：人／件）

1509 1575 1503 1476

1万8660 1万8901 1万8559 1万7345

【妊婦届出数と妊婦健康診査受診数の推計値】 （単位：人／件）

計画値 1430 1390 1350 1310 1270

実績値 1487

計画値 1万6830 1万6320 1万5830 1万5360 1万4900

実績値 1万7279

4ー(１１)　妊婦健康診査

妊婦の健康管理の推進を図るとともに、疾病の早期発見や生活習慣の見直しや改善により、適切な治療や必要な保健指導につなげる事業です。

妊婦届出数

妊婦健康診査受診数

こども育成相談課

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

妊婦健康診査受診数

妊婦届出数
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【概要】

【現状】 （単位：件）

91 78 81 51

【量の見込みと確保方策】 （単位：件）

計画値 51 51 51 51 51

実績値 34

計画値 51 51 51 51 51

実績値 34

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

令和5年
（2023年度）

給付人数

差引（Ｂ）-（Ａ）

保育課

4ー(１２)　実費徴収にかかる補足給付を行う事業

幼稚園などの利用に伴い、各施設などが実費徴収を行いますが、この実費徴収について費用の一部を給付する事業です。

認定こども園・保育所などの利用者との公平性の観点から、施設型給付対象幼稚園に移行していない幼稚園の利用者に対して、事業を実施します。

① 補足給付の事業の対象

施設型給付対象幼稚園に移行していない幼稚園において給食を実施している場合

② 補足給付の対象者

年収360万円未満相当の世帯のこども

所得階層に関わらず、第３子以降のこども

③ 補足給付の対象費用

各施設で給食費として実費徴収している費用のうち、副食費相当分

（月額4500円上限）

量の見込み（Ａ）

確保策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）
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【概要】

【現状】 （単位：人／件）

0 0 0 1

【量の見込みと確保方策】 （単位：人／件）

計画値 1 2 2 2 3

実績値 2

計画値 1 2 2 2 3

実績値 2

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

令和5年
（2023年度）

実施状況

差引（Ｂ）-（Ａ）

保育課

4ー(１３)　多様な事業者の参入促進・能力活用事業

新規参入事業者に対する相談・助言など巡回支援や、私学助成（幼稚園特別支援教育経費）や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要なこどもを

認定こども園で受け入れるための職員の加配を促進するための事業です。

量の見込み（Ａ）

確保方策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）
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【概要】

【現状】 （単位：人）

- - - 1

【確保方策】 （単位：人）

計画値 1 1 1 1 1

実績値 1

4ー(１４)　子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、ネットワークを構成する機関やネットワーク内外の調整を行う機関の職員

の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取り組みを実施する事業です。

確保策

こども育成相談課

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

実施状況
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【概要】

【現状】 （単位：人日／年）

- - - -

【量の見込みと確保方策】 （単位：人日／年）

計画値 3618 3618 3618 3618 3618

実績値 1784

計画値 3618 3618 3618 3618 3618

実績値 3618

計画値 0 0 0 0 0

実績値 1834

令和5年
（2023年度）

延べ人数

差引（Ｂ）-（Ａ）

こども育成相談課

4ー(１５)　子育て世帯訪問支援事業

家事・子育てなどに対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊婦、ヤングケアラーなどがいる家庭を訪問支援員などが訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾

聴するとともに、家事・子育てなどの支援を実施し負担軽減を図り、家庭や養育環境を整えることを目的とした事業です。

量の見込み（Ａ）

確保策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）
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【概要】

【現状】 （単位：人）

- - - -

【量の見込みと確保方策】 （単位：人）

計画値 40 40 40 40 40

実績値 42

計画値 40 40 40 40 40

実績値 42

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

令和5年
（2023年度）

実人数

差引（Ｂ）-（Ａ）

こども育成相談課

4ー(１６)　親子関係形成支援事業

児童との関わり方や子育てに悩み・不安を抱えた保護者が、親子の関係性や発達に応じた児童との関わり方などの知識や方法を身につけるため、保護者に対

して、講義、グループワーク、個別のロールプレイなどを実施し、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換がで

きる場を設けることで、健全な親子関係の形成に向けた支援を行う事業です。

量の見込み（Ａ）

確保策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）
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【概要】

【現状】 （単位：件）

- 47 151 250

- 103 169 538

【量の見込みと確保方策】 （単位：件）

計画値 1600 1600 1500 1500 1500

実績値 1668

計画値 1600 1600 1500 1500 1500

実績値 1668

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

令和5年
（2023年度）

利用件数

申請数（人）

差引（Ｂ）-（Ａ）

こども育成相談課

4ー(１７)　産後ケア事業

分娩施設の退院後から１年以内の母子に対して、病院や助産院、または対象者の居宅で心身のケアや育児のサポートなどを行い、安心して子育てができる支

援体制の確保を行うことを目的とした事業です。流産・死産を経験した女性も対象となります。

量の見込み（Ａ）

確保策（Ｂ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和2年
（2020年度）
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【概要】

【量の見込みと確保方策】 （単位：人）

計画値 0 1682 1500 1318 1137

実績値 0

計画値 0 1682 1500 1318 1137

実績値 0

計画値 0 0 0 0 0

実績値 0

確保策（Ｂ）

差引（Ｂ）-（Ａ）

4ー(１８)　こども誰でも通園制度

保育課

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して保育サービスを提供するため、現行の幼児教育・保

育給付に加え、月に一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位などで柔軟に利用できる新たな通園給付制度です。

量の見込み（Ａ）

令和7
(2025)年度

令和8
(2026)年度

令和9
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度
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